
 日時：平成２９年１１月２７日（月）１３：４０～１４：２５ 

 会場：東京国際交流館「プラザ平成」 

  椙山女学園大学現代マネジメント学部  東 珠 実
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〔分科会➀〕

学生の消費者被害の防止と
消費者教育

平成２９年度 
学生生活にかかるリスクの把握と対応に関するセミナー 



コンテンツ 
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１  消費生活相談の推移と現状 

２  学生等、若者の消費生活相談 

３  学生等、若者に多い消費者被害（事例） 

４  学生等、若者の消費者被害への対応 

５  学生等、若者への消費者教育の推進 

６  大学等における消費者教育の実態 

７  学生の消費者被害防止のための消費者教育 
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２００４年度には １９２万件 
架空請求のピーク！ 

２０００年度には 
５５万件 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』  

２０１６年には 
８８.７万件 

 

１ 消費生活相談の推移と現状 

◆消費生活相談の推移 
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出所）国民生活センター『消費生活年報2017』より作成 
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◆年代別消費生活相談の割合 

若年者の相談割合が減少する一方で、高齢者の相談割合が増加 



年代 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

20歳
未満

デジタル
コンテンツ

他の健康食品
テレビ放送
サービス

商品一般 不動産貸借

20歳代
デジタル

コンテンツ
不動産貸借

エステティック
サービス

フリーローン・
サラ金

インターネット
接続回線

30歳代
デジタル

コンテンツ
不動産貸借

フリーローン・
サラ金

インターネット
接続回線

商品一般

40歳代
デジタル

コンテンツ
不動産貸借

インターネット
接続回線

フリーローン・
サラ金

商品一般

50歳代
デジタル

コンテンツ
インターネット

接続回線
商品一般 不動産貸借

フリーローン・
サラ金

60歳代
デジタル

コンテンツ
インターネット

接続回線
商品一般 工事・建築

フリーローン・
サラ金

70歳代
デジタル

コンテンツ
商品一般

インターネット
接続回線

工事・建築 社会保険

80歳代 商品一般 工事・建築
デジタル

コンテンツ
新聞 他の健康食品

◆年代別消費生活相談の内容(2016年) 
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出所）消費者庁『平成２９年版消費者白書』より作成  

デジタルコンテンツ、インターネット接続回線、不動産貸借、フリーローン・サラ金など 



２ 学生等、若者の消費生活相談 
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◆小・中・高・大学生等の消費生活相談(2016年) 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』  



◆若い男性に多い消費生活相談(2016年、小分類別) 

7 
出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』  

インターネット利用関連（アダルト情報サイト等）、 
賃貸アパート、フリーローン・サラ金、 

普通・小型自動車など 
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◆若い女性に多い消費生活相談(2016年、小分類別) 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』  

インターネット利用関連（アダルト情報サイト等）、 
賃貸アパート、ダイエット・エステ関連など 



◆若者の消費生活相談にみる購入形態(2016年) 

9 
出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』  

インターネット通販、マルチ取引、 
訪問販売（ｷｬｯﾁｾｰﾙｽ他）など 
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３ 学生等、若者に多い消費者被害（事例） 
◆アダルト情報サイト、デジタルコンテンツ 

・アダルトサイトを見ようとしたら登録完了という画面が出て高額な支払い 
 を求められた 
 

・インターネット動画を見ていたら、突然アダルトサイトに接続した 
 

・無料アダルトサイトを検索していたら有料アダルトサイトに登録された 
 

・アダルトサイトの料金が未納というメールが送られてきた 
 

・アダルトサイトの不当請求のトラブルを解決するためにインターネットで  
 検索した相談先に電話をすると探偵業者だった 
 

・出会い系サイトのメールのやり取りを通して、高額な料金を請求された。 
 

・内職サイトへ登録してから、出会い系サイトからメールが届くように 
 なった 
 

・一度占いサイトを利用したら、占い師から何度も連絡が入るようになり、 
 やり取りを重ねるうちに高額な料金を請求された 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 
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 アダルト情報サイトのトラブルを解決しようとインターネットで相談先や解決方
法を検索し、「無料相談」「返金可能」をうたう窓口に相談したところ、実際には
探偵業者に「アダルトサイト業者の調査」を数万円で依頼しており、アダルトサ
イト業者からの返金もなかった 

 不当なアダルトサイトの料金の請求を受けたので、電話をすると、事業者から
「利用規約を読んだのか。利用規約に則って問題なく登録は完了している」と言
われた。「読んでいない」と言うと年齢を聞かれた。 「19歳だ」と答えると「ＩＤ番
号を言え」と言われた。ＩＤ番号がわからなかったので電話を切り、架けなおした。
すると「勝手に電話を切った」と言って相手が怒っていた。電話をかけて事情を
話したが、生年月日を聞かれ、「とりあえずコンビニでプリペイド型電子マネーを 
5 万円分購入してから電話してくるように」と指示された。 

◆アダルト情報サイト、デジタルコンテンツ 

出所）東京都消費生活総合センターＨＰ「テーマ別分析／平成28年度_アダルト情報サイト、デジタルコンテンツ@」参照  

出所）国民生活センターＨＰ「『アダルトサイトとのトラブル解決』をうたう探偵業者にご注意！」参照 



◆自動車 

12 Sugiyama Jogakuen Univ. 

•4年間入居した賃貸アパートを退去したが、原状回復費として高  
 額な請求をされ、敷金が返金されない。納得できない。 
•2年間居住した賃貸アパートを退去した。当初から傷が付いてい   
 た扉の修理代を敷金から差し引かれ不満だ。返金してほしい。 
•半年で賃貸アパートを退去したら畳と襖の修理代を強引に請求 
 された。汚していないのに修理費用を請求するのはおかしい。 
 返金してほしい。 

・現状渡し(保証なし・整備なし)で中古車を購入したところ、納車 
 １週間でエンジンランプが点灯し、トラブルが生じた。販売店に 
 無償修理を求めたところ、「販売時には、分からなかった不具 
 合だ。現状渡しなので、修理は有償になる。」と言われた。 

◆賃貸アパート 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 
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◆健康食品、美容医療 

・インターネット通信販売で、１回限りの「お試し」のつもりでダイエットサプ  
 リメントを注文したら、定期購入になっていた。２回目以降をやめたい 
 

・無料脱毛のチケットをもらい出かけたクリニックで、高額の全身脱毛を  
 クレジット契約してしまったが、解約したい 
 

・ケミカルピーリングの施術により、顔中に発疹が出た 
 

・包茎手術をしたが、高額な上、手術結果に納得できない 

 1カ月前、太腿が気になり、ネット広告を見て、脂肪吸引の相談に出向いた。

私は相談だけのつもりだったが、 カウンセラーに「どうせやるなら 全身の脂肪
吸引をしたらどうか。今日手術を受けるなら特別に安くする」と2 時間以上勧誘
を受けた。「学生でお金がない」と断ったが、医療クレジットの与信が通るとわか
り、断り切れなく なった。医師が来て「全身麻酔で腹部2か所、臀部・太腿・ふく
らはぎの全16か所」から脂肪吸引を受けた。（中略）3週間ほど経過したが、両
太腿の後方と内側が引きつれていて、下が鉄板が入っているように固く痛い。
体型も体重も変化がない。 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 

出所）東京都消費生活総合センターＨＰ「テーマ別分析／平成28年度_若者」参照  



◆インターネット通信販売 
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・先に代金を入金したが品物が届かず、販売者に連絡がつかない 
 

・写真とイメージが違いすぎるが返品・交換を受け付けてもらえない 
 

・インターネット通信販売で、１回限りの「お試し」のつもりでダイエット  
 サプリメントを注文したら定期購入になっていた。２回目以降をや 
 めたい 
出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 

 ＳＮＳを閲覧中、掲載されていたダイエッ
ト食品のアフィリエイト広告に興味をもち 
クリックした。有名タレントの成功例なども
記載されており、いまだけ980円であった
ので、お試しのつもりで注文した。３週間
程たって継続するかどうか迷っていたとこ
ろ再度商品が届き、3,980円の請求があっ
た。定期購入だとは気づかず申込をした
が、3,980円なら解約したい。 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が 
提供している情報をもとに作成した。 



◆マルチ取引（ネットワークビジネス）×ローン 
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 高校時代の友人に「就職活動に役立つセミナーに行こう。」と誘われ出向い
たところ、先物取引に関するネットワークビジネスの説明会だった。その場で、
先物取引のノウハウが入ったUSBを50万円で購入するよう勧められ、かつ勧
誘した人が会員になれば3万円の報酬があると言われた。お金がないと伝えた
が学生ローンで借りるよう言われ、断りにくい雰囲気だったため、仕方なく50万
円を借りて支払った。しかし、先物取引が就職活動に役立つとは思えないし、
友人を勧誘したが断られた。借金の返済が困難なので解約したい。 

・友人に必ずもうかると誘われ、学生ローンを利用して投資用教材の  
 購入を契約したが、返済も困難なので解約し返金してほしい 
 

・SNSで知った女性に連れて行かれた事務所で自己啓発セミナーの 
 契約を勧められ借金で会費を払うよう言われた 
 

・友人から、インターネット上で仮想通貨で儲けるビジネスに誘われ、   
 断り切れず消費者金融で１００万円の借金をして契約したが、  
 返済できるか不安 

出所）東京都消費生活総合センターＨＰ「大学生を狙う悪質な事業者に要注意！」参照 

出所）国民生活センターや各地の消費生活センター等が提供している情報をもとに作成した。 



◆タレント・モデル契約 
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 インターネットで見つけた芸能事務所のオーディションに合格し、事務所と
契約したところ、芸能スクールへ通うための高額な入学金や月謝を要求され
た 

・オーディションの合否にかかわらず高額なマネジメント契約やタレント 
 養成教室等の契約を求められる 
 

・プロフィール写真のために必要と高額な撮影料を請求される 
 

・仕事に必要だからと高額なエステ契約をさせられる 
 

・高額な契約をしたものの仕事を紹介されない 
 

・モデル事務所の面接に行ったところ、アダルトＤＶＤへの出演を勧め  
 られた 

出所）消費者庁・国民生活センター「タレント・モデル契約のトラブルに注意！！」 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 

 モデル事務所のホームページにあった「絵画モデル、手や足の撮影モデル
で高収入が得られる」との募集を見て面接に行ったら、アダルトＤＶＤへの出
演を勧められた。 



◆ＳＮＳ×個人間取引、マルチ取引、インターネット通販 
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・ＳＮＳで知り合った人からコンサートチケットを譲り受ける約束をして   
 代金を支払ったが、相手と連絡が取れなくなった 
 

・ＳＮＳで個人からバイクを買う約束をし、代金を支払ったが商品が届 
 かない 
 

・ＳＮＳで知り合った人にもうかる情報があると言われ、投資用教材を 
 購入したがもうからなかった 
 

・ＳＮＳのアフィリエイト広告をクリックしてつながった健康食品を購入し 
 たが効果がみられない 
 

・ＳＮＳでのやりとりで提供した個人情報が他人の契約に悪用された 
 

 ＳＮＳで、送られてきた荷物を指定された住所に転送するだけで報酬がも
らえるというアルバイトを紹介され、身分証明書の画像など個人情報を相手
に送ったところ、知らない間に自分の名義で携帯電話が契約されていた。 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 
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出所）国民生活センター「若者の消費者トラブルの現状」、消費者庁『平成２９年版 消費者白書』などをもとに作成した。 

◆学生等、若者に多い消費者被害に関連するキーワード 

スマート
フォン 

就活 
セミナー 

ローン 
クレジット
契約 

ＳＮＳ 

賃貸 
アパート 

（新生活準備） 

マルチ 
取引 

自動車 

タレント 
モデル 
契約 

健康食品
エステ 

美容医療 
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出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 

４ 学生等、若者の消費者被害への対応 
◆強く勧められると断れない人の割合 

若者は「強く勧められると断れない」人が 
相対的に多い 

男子より女子の方が「断れない」 
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◆トラブルに遭った時の相談先 ２０代前半の女性は「誰にも頼らない」
人が多い 

１０代後半では「友人」に相談する人も多い 

若者は「親」
に相談 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 
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◆消費者トラブルに遭った際の行動 
若者は、事業者や 

消費生活センター等に 
相談する人が少ない 

年齢を問わず 

インターネットで解決
方法を探す人が多い 

出所）消費者庁『平成２９年版 消費者白書』 
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◆大学等及び社会教育における消費者教育の指針（2011年） 

 

  ①消費に関する基礎的・基本的な知識及び技能を習得し、これらを活用して 
  消費者被害等の危機回避能力、生活設計能力、問題解決能力をはぐくむ。 
 

 ➁他者や社会とのかかわりにおいて意思決定し、よりよい社会を形成する主体と 
  して、経済活動に関して倫理観を持って責任ある行動をとれるようにする。 
 

 ➂消費を、持続可能な社会を実現するための重要な要素として認識し、持続可能 
  な社会を目指してライフスタイルを工夫し、主体的に行動できるようにする。   

 

＜消費者教育の目的＞ 

 （１）学生への生活支援 
 （２）自立した消費者及び職業人並びに消費生活に係る専門的人材の育成 
 （３）生涯学習拠点としての地域貢献 
 （４）大学組織の危機管理   

＜大学等の役割から見た消費者教育の必要性＞ 

出所）消費者教育推進委員会「大学等及び社会教育における消費者教育の指針（概要）」 

５ 学生等、若者への消費者教育の推進 
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◆消費者教育推進法（2012年） 

 

  「消費者教育」とは（第２条） 
  消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する 
  教育及び啓発活動 
  （消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの 
   重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）   

 

 「消費者市民社会」とは（第２条の２） 
  消費者が、個々の消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、 
  自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって 
  内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を 
  及ぼし得るものであることを自覚して、 
  公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に 
  参画する社会 

（第１条） ＜目的＞ 

 消費者教育を総合的・一体的に推進し、 
 消費生活の安定と向上をはかる 
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（第１２条） ＜大学等における消費者教育の推進＞ 

◆消費者教育推進法（2012年） 

 国及び地方公共団体は、大学等において消費者教育が適切に 

 行われるようにするため、 

 大学等に対し、学生等の消費生活における被害を防止するための 

 啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

 
 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、 

 関係団体の協力を得つつ、 

 学生等に対する援助に関する業務に従事する教職員に対し、 

 研修の機会の確保、情報の提供その他の必要な措置を 

 講じなければならない。 
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重点領域 
各期の特徴 

◆消費者教育の体系イメージマップ(2013年)    

ライフステージに応じた 
重点領域別 

目標（課題）の提示 



26 Sugiyama Jogakuen Univ. 
出所）消費者教育推進のための体系的プログラム研究会「消費者教育の体系イメージマップ」 



27 Sugiyama Jogakuen Univ. 

◆成人期（特に若者）の消費者教育の目標 

          ●生産・流通・消費・廃棄が環境、経済や社会に与える影響を考える習慣を 

      身に付けよう 
 

     ●持続可能な社会を目指したライフスタイルを探そう 
 

     ●消費者問題その他の社会課題の解決や、公正な社会の形成に向けた 
      行動の場を広げよう 
 

 

          ●安全で危険の少ないくらし方をする習慣を付けよう 
 
     ●トラブル解決の法律や制度、相談機関を利用する習慣を付けよう 
 

     ●契約の内容・ルールを理解し、よく確認して契約する習慣を付けよう 
 

     ●生涯を見通した計画的なくらしをめざして生活設計・管理を実践しよう 
 

     ●情報と情報技術を適切に利用する習慣を身に付けよう 
 

     ●情報社会のルールや情報モラルを守る習慣を身に付けよう 
 

          ●消費生活情報を主体的に吟味する習慣を身に付けよう 
 
     
     

消費者 
市民社会 
の構築 

商品等の 
安全 

情報と 
メディア 

生活の 
管理と 
契約 

 生活において自立を進め、消費生活のスタイルや価値観を確立し自らの行動を 
 始める時期 

出所）消費者教育推進のための体系的プログラム研究会「消費者教育の体系イメージマップ」 
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◆消費者市民の育成に関連するキーワード 

消費者
の権利と 
責任 

被災地
支援 

ＣＳＲ 

消費 
生活 
相談 

意見・
苦情 
処理 

フェア 
トレード 

弱者 
支援 

ＳＲＩ 

生活 
設計力 

消費者
問題 

アクティブ
ラーニング 

社会 
問題 

環境 
問題 

共感 

批判的
思考 

問題 
解決 
能力 

ＣＲＭ 

エシカル 

消費生活
リテラシー 

良心・正義 
公正 

意見の 
表明 

企業 
倫理 

自己の行動の
社会的影響力 

持続 
可能性 

実践力 
行動力 

社会的な 
問題認識 
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 (1) 批判的思考を育む 
 

 (2) 問題解決能力を養う 

  ⇒自分や家族を取り巻く問題のみならず、 

   広く社会問題や環境問題を「自分ごと」化し、       

   解決に向け、進んで実践する態度を育てる 
   

 (3) 自分の意見を表明する態度を育む 

        ⇒意見を伝えることに意味があることについて 

    自覚を高める 
   

 (4) 共に生きることの意味を認識する 

    ⇒他者への思いやりの心を育むとともに、          

    他者との合意形成や協働のしかたを体験的に習得させる 
      

                
               ： 
 

◆「消費者市民教育」としての消費者教育で育みたい力 

自分自身と家族
と社会全体の 
よりよい生活を 
創造するために 

主体的に 
行動できる力 
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◆学生に対する啓発・情報提供 
   

 「消費者問題について、学生に対してどのような方法で啓発・情報提供を行っていますか。」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

６ 大学等における消費者教育の実態 

(%) 
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出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

◆学生に対する啓発・情報提供の内容 
   

 「消費者問題について、学生に対してどのような内容の啓発・情報提供を行っていますか。」 

悪質商法 

クーリング・オフ 

携帯電話・スマートフォン・インターネット 

学生ローン 

クレジット 

金融商品・投資 

賃貸アパート契約 

薬 

(%) 
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◆教職員に対する啓発・情報提供 
   

 「教職員に対して消費者問題に関する啓発・情報提供を行っていますか。」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

実施している内容は 
チラシや冊子の配布、 

講座、セミナー等 

(%) 
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◆学生に対する消費者問題の相談窓口 
   

 「学生からの消費者問題についての相談は、どのような窓口において対応していますか。」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

(%) 
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◆学生に対する啓発・情報提供 
   

 「消費者問題について、学生に対してどのような方法で啓発・情報提供を行っていますか」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

(%) 
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◆他機関との連携 
   

 「学生の消費者問題に関する対応について、どのような機関と連携していますか。」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

連携の内容は、 
連携機関が作成した教

材・掲示物等、 
相談窓口の紹介、 

学生への講義等を依頼 

(%) 
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◆消費者教育の推進における課題 
   

 「貴学において、消費者教育を推進するにあたって、課題と考えていることについて 
  教えてください。」 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
 

(%) 
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◆課題解決のために必要なこと 
 

 「課題の解決のために必要と考えることについて、教えてください。」 

(%) 

出所）文部科学省「地域における様々な主体の連携と協働を目指して－平成25年度『連携・協働による消費者教育 
   推進事業』を踏まえて－」（平成25年度消費者教育の取組状況に関する調査のフォローアップ調査結果） 
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７ 学生の消費者被害防止のための消費者教育 
◆消費者被害への対症療法（相談・救済） 

 学内の相談体制の整備 

・・・ 学生部等 

・・・ その他の相談窓口 

 「消費者ホットライン」の案内・普及 

・・・ 消費生活センター（消費者センター）等 

出所）国民生活センターホームページ 

 地域の消費生活センター等の活用 

応急
処置 

専門機関へ 
つなぐ ＋ 

・・・ 警察等、他の専門機関 
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◆消費者被害の未然防止（教育・啓発） 

消費者教育の機会の拡充 

 消費者教育・啓発の担い手の発掘・育成・確保 

・・・ 新入生オリエンテーション等 

・・・ 授業（全学共通科目、教養教育科目、専門教育科目／講義、演習） 

・・・ イベント（大学祭、セミナー・フォーラム等） 

 他機関との連携 

・・・ 消費生活センター、他の専門機関、消費者団体、事業者等 

・・・ 消費者庁、国民生活センター、大学生協、金融広報委員会等 

アクティブ
ラーニング 

・・・ 教職員（学内人材の発掘・活用、研修等による育成・確保） 

・・・ 専門家（出張講座の利用、連携機関の確保） 

・・・ 教材（啓発用チラシ、ポスター等） 

教材
提供 

・・・ 学生（消費生活関連サークル、消費生活関連ゼミの学生等の 
                                    育成・活用） 

出張
講座 
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◆学生の消費者被害の防止と消費者教育 

教育・啓発の 
担い手を育成し 

公正で持続可能な 
市場や社会の形成に 

貢献する 

教育・啓発の 
機会を提供し 
消費者被害の 
未然防止に 

務める 

相談窓口から 
専門機関へ 
つないで 
救済する 

 

消費者 
被害の 
防止 

相談 

教育・啓発 
(1) 

教育・啓発 
(2) 

消費者の自立の支援 消費者市民社会の形成 
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